
本日は説明会にご参加頂き有難うございます。
開始時刻となりましたら開始いたします。

（ご参加頂いたみなさまへのお願い。）
①参加申込みの氏名を表示ください。（事業申請には本説明会への
参加が要件です。本人確認できない場合は参加としてカウント出来ません。）

②「音声をミュート」にしてお待ちください。
③質問は全てチャットで受け付け、説明後の質疑応答または後
日回答させて頂きます。
※チャットは「全員へ」あてにしてください。説明会開催中のダイ
レクトメッセージは確認できません。
※質問については「名前・所属・質問内容（具体的な内容・質問
箇所）」をご記入ください。
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SB『第3世代』による‟九州位置（地域）価値“創造事業

都市農村の多拠点チャレンジセンター連携による感動増幅事業

  
 

 

2022年3月
一般社団法人SINKa
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本日の進行スケジュール

１．主催者挨拶 一般社団法人SINKa

２．休眠預金事業の概要説明・九州での状況

３．SB第3世代による九州位置（地域）価値創造事業
【副題】都市農村の多拠点チャレンジセンター連携による感動増幅事業

４．質疑応答（ひとり1問でお願いします）
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１．主催者挨拶 一般社団法人SINKa
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代表理事 濱砂 清

事業目的 九州の社会起業家や社会起業家創出を支援するためのネットワークで、社会起業家になりたい、社会起業家を応援したい、社会的企業を
経営したいという人々の集まりとして2006年4月に任意団体として設立。社会起業家・社会的企業の育成・支援を行う全国組織、一般社団法人
ソーシャルビジネスネットワーク（SBN）のフェローとして参画している。

H22年6月より九州経済産業局「九州ソーシャルビジネス促進協議会Sofi」の福岡での事務局を運営。

事業内容 2006年4月福岡を拠点に九州・全国での社会起業家創出支援ネットワーク設立を母体として、NPO等活動団体支援、人材育成・教育事
業、企業の社会貢献・CSV・SB事業、事業型NPO育成事業、各種セミナーやフォーラム開催等の事業を通じて、人・事業・組織
を創り出し、社会を豊かにする取り組みを展開。
公設民営センター（1施設）の運営を担い、県内外団体の伴走支援。東峰村での地方創生、中山間地域再生支援。

事業例 福岡県朝倉郡東峰村への支援 https://toho-iwayacamp.com/
福岡県遠賀郡遠賀町での起業支援施設PIPIT運営

福岡県朝倉郡東峰村への支援（復興経済）
日本百選の棚田をつなぐ

人材育成・イベント開催起業家創出する

SINKaご紹介
Change！感動する人・共感ビジネスでよのなかをよりよく変える！
人々が集い感動できる豊かな地域社会を子ども達につなぎたい！

起業家 事業 組織
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２．休眠預金事業の概要説明・九州での
状況（JANPIA提供資料より引用して説明）
※フルバージョンはこちらから
https://drive.google.com/file/d/1In2yAPHPCVyaa0Hlmh1oHDb0w2GaCw6j/view
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制度の概要と休眠預金等活用の流れ

Copy right © JANPIA 2022

•資金分配団体、実行団体：
JANPIAが規程するガバナンス・コ
ンプライアンス体制等、 適切に業
務を遂行できる団体（社団・財
団・NPO・株式会社等）

三層構造

JANPIA資料より
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休眠預金で目指す「誰ひとり取り残さない持続可能な社会」

① 子ども及び若者の支援に係る活動
・経済的困窮など、家庭内に問題を抱える子どもの支援
・日常生活や成長に困難を抱える子どもと若者の育成支援
〇社会的課題の解決を担う若者の能力開発支援

② 日常生活または社会生活を営む上での困難を有する者の支援に関する活動
〇働くことが困難な人への支援
・社会的孤立や差別の解消に向けた支援

③ 地域社会における活力の低下その他の社会的に困難な状況に直面している
地域の支援に関する活動
〇地域の働く場づくりの支援や地域活性化などの課題解決に向けた取組の支援
〇安心・安全に暮らせるコミュニティづくりへの支援

¸共通項は、社会的弱者と脆弱な地域の課題解決
¸特にコロナ禍で状況はさらに深刻化
¸SDGsとの親和性高く、これらの課題解決を通じてSDGsに貢献

＜休眠預金活用の助成事業で優先的に解決すべき社会の諸課題＞

Copy right © JANPIA 2022

JANPIA資料より
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通常枠：４つの助成事業（草の根NPOから社会的企業までを対象とする事業ポートフォリオ）

と基盤強化支援事業

Copy right © JANPIA 2022

+ 基盤強化支援事業
資金分配団体のプログラム・オフィサー（PO)の確保・育成、社会インパクト評価の実施支援、
ガバナンス・コンプライアンス基盤整備支援、企業・金融機関等とのマッチング支援 など

（通常型は最長3年間、助成額は目安）

9

今回SINKaが採択され
た枠です。

ビジネスモデル創出に
特化した事業枠



Ἤ ̜ ˗ Ћ̱ϑ

（2022年1月24日現在）

2019年4月時点

0団体

2020年12月時点

370団体

実行団体の累計数

2022年1月24日現在

613団体
通常枠 237団体
コロナ枠 376団体

Copy right © JANPIA 2022
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■実行団体数（累計）

613団体
2019年度通常枠 142団体
2020年度緊急支援枠 229団体
2020年度通常枠 95団体
2020年度緊急支援枠<随時> 130団体
2021年度通常枠〈第1回〉公募準備中
2021年度コロナ対応支援枠 17団体 公募・選定中

■資金分配団体による助成事業数（累計）

96事業

2019年度通常枠 24事業
2020年度緊急支援枠 20事業
2020年度通常枠 20事業
2020年度〈随時〉16事業
2021年度通常枠〈第1回〉11事業
2021年度コロナ対応支援枠 5事業

■助成予定総額

約126.9億円

2019年度通常枠 約29.8億円
2020年通常枠 約27.9億円
2020年度緊急支援枠 約15.9億円
2020年度緊急支援枠〈随時〉 約20.9億円
2019年度通常枠〈20年度追加助成〉約3.5億円
2021年度通常枠〈第1回〉 約18.3億円
2021年度コロナ対応支援枠 約10.6億円

■資金分配団体総数
（コンソーシアム構成団体含む延べ団体数）

143団体

資金分配団体94団体
+コンソーシアム構成団体49団体
2019年度通常枠 22団体+4コンソーシアム構成団体
2020年度緊急支援枠 20団体+8コンソーシアム構成団体
2020年度通常枠 20団体+11 コンソーシアム構成団体
2020年度緊急支援枠<随時> 16団体+11 コンソーシアム構成団体
2021年度通常枠〈第1回〉 11団体＋13コンソーシアム構成団体
2021年度コロナ対応支援枠 5団体＋2コンソーシアム構成団体

複数事業採択を除く、
資金分配団体実数

83団体

資金分配団体54団体
コンソーシアム構成団体29団体

Ἤ ̜ ˗ Ћ̱ϑ

（2022年1月24日現在）
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参考：これまでの資金分配団体の採択状況 （2022年1月24日現在）
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2019
2019年６月３

日～７月31日

49団体

（67事業）

22団体/24事業

(11月29日)

501団体申請➡142実行団

体を選定、事業展開中

2020年６月１

日～７月27日

42団体

（43事業）

20事業/20団体

（10月７日）

285団体申請➡95団体を

選定、事業展開中

初回
2020年５月27

日～６月12日

42団体

（42事業）

20団体/20事業

（７月17日）
16億円

621団体申請➡229団体を

選定、事業展開中

随時募集1回目 2020年9月末
5団体

（5事業）

3団体/3事業

（11月2日）
3.3億円

45団体申請➡22団体選

定、事業展開中

随時募集２回目 2020年12月末
4団体

（４事業）

2団体/２事業

（2月2日）
1.7億円

34団体申請➡15団体選

定、事業展開中

随時募集３回目 2021年1月末
18団体

（18事業）

11団体/11事業

（2月25日）
15.6億円

164団体申請➡93団体選

定、事業展開中

2019年通常枠

追加支援
　_ 助成済

1回目
2021年6月1日

～7月27日

31団体

（33事業）

11 /11ⱧỘ
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2回目
2020 10Ὦ25

˙11Ὦ30
ˊ

1～5回目 ˙11Ὦ20
13団体

（13事業）
5団体/5事業 10.63億円 ₰ ʾ῝

ˊ

コロナ

支援枠
1月17日まで公募実施。現在審査中。

( 40ᴑד)

2021

2020

通常枠 (36億円)

ᶛ( ▄ˣⱧỘ

22団体中18団体から申出を受け全

件助成
3.5億円（10億円）

コロナ

枠

通常枠

通常枠

コロナ支援枠　  計

36.6億円　   （40

億円）

29.8億円　(30億円）

28億円　（33億円）

῝
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9団体 32億円14.2億円

第7時まで採択されています
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社会インパクト評価を制度化（ 資金分配団体・実行団体）

評価の
実施

国民の理解を得る（説明責任）

事業の資源配分に反映（効果的・効率的な事業実施）

民間公益活動の質の向上、民間資金や人材獲得等を促進

活動と
成果
の

可視化

¸休眠預金活用における評価の意義・目的

休眠預金は国民の資産であり、その活用にあたっては、最終的に
社会の諸課題の解決を図るという「成果」を国民に目に見える形
で生み出すことが求められる

¸全ての団体の活動と成果を可視化
→ 社会インパクト評価実施のための「評価指針」を策定（2019年7月）

Copy right Ø JANPIA 2022

JANPIA資料より
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社会的インパクト評価って？

◆「アウトプット」と「アウトカム」

「社会的インパクト評価」の定義

短期、長期の変化を含め、当該事業や活動の結果として生じた社会的、環境的な
「変化」や「便益」等の「アウトカム(短期・中期・長期)」を定量的・定性的に
把握し、当該事業や活動について価値判断を加える（評価を行う)こと（基本方針より抜粋）

アウトプット（結果） 事業の実施により生み出された「結果」

アウトカム（成果） 事業の実施によるアウトプットがもたらす「便益」や「変化」

例）子どもの居場所づくり事
業のイベント回数

例）子どもの居場所づくり事
業で生まれた子どもと地域
のつながり

Copy right Ø JANPIA 2022

JANPIA資料より
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休眠預金制度の社会的インパクト評価（アウトライン）

課題の分析

(ニーズの分析)

中間評価 ～
終了時

（事業実施中）

事業終了時
（事後評価）
（事業によっては終了から

一定期間経過後にも実施）

実施状況
の分析

(プロセスの分析)

事業報告
・

評価報告

主な実施
時期

事業設計
の分析

(セオリーの分析)

選定時・事前評価
（主に事業計画段階）

アウトカム
の分析

具体的な
検証事項

・
課
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？

・
課
題
の
規
模
や
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？
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ア
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果

(
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は
？

・
ど
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な
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か
？

・
そ
の
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当
性
は
？

な
ど

・
計
画
通
り
に
運
用
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か
？

・
意
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た
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に
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象
者
に
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い
た
か
？

・
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ト
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達
成
さ
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た
か
？

な
ど

・
生
ま
れ
た
変
化
は
何
か
？

・
想
定
外
の
変
化
は
何
か
？

・
効
率
性
は
高
か
っ
た
か
？

な
ど

（「社会インパクト評
価指針、2019年6月」
に基づく）

必要に応じ

追跡評価
+

Copy right Ø JANPIA 2022
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休̧眠預金活用事業の「今」をお届け！

～SNSのフォローもよろしくお願いします～

休眠預金活用事業の情報をご活用ください！

Copy right © JANPIA 2022

JANPIAのFacebook
https://www.facebook.com/JANPIA.or.jp/

休眠預金活用事業サイトのTwitter
https://twitter.com/kyuminyokin

〈Twitter〉
＠kyuminyokin

JANPIA資料より
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JANPIAのHP
https://www.janpia.or.jp/

about:blank
about:blank
https://www.janpia.or.jp/


３．SB第3世代による九州位置（地域）
価値創造事業

【副題】都市農村の多拠点チャレンジセンター連携に
よる感動増幅事業

18



九州地域においてソーシャルビジネス（以下「SB」）が地域の社会課題解決の手

法として市民に認知され、社会的起業家が地域において継続的に輩出されるよう
人・モノ・金・情報という地域資源を見直し、社会的起業家の事業推進に必要な組
織基盤整備（目標設定、人材育成、資金調達等）や地域住民や企業・団体等
パートナーとのマッチング等環境整備支援を行う。特に影響を受けている農林水
産業、中山間被災地域において女性視点、SDGｓ等新たな価値観でのSB立ち上

げに係る人・事業・組織づくりを支援することで新たな位置（地域）価値創造に繋
げる。

多様なセクターとの連携、農山漁村と都市間交流を促進し、人々の健康と地球
規模の健康を達成する事業の創出を目指す九州圏における産官学民金のネット
ワークを形成し、点在するソーシャルビジネスを線で結び面として普及するため
のプラットホーム「九州ふくおか市民チャレンジセンター（市民公益活動・CSOセン
ター）（仮称）」を開設する。

事業内容

19



人口減少、少子高齢化、次世代を担う人

材の流出。「農業」はプロでも「経営」は素

人。

・減反政策、米の販売不振、担い手の高齢

化による耕作放棄地増加、竹林被害など。

・これまでのビジネスが通用しない。

2019年8月九州北部豪雨、2020年7月豪雨、

2021年7.8月の大雨。

社会課題１
九州、福岡、大分、熊本に

おいて

つなぐ・残したい風景がある

福岡は5年連続被災

課題の多様化、複雑化、地域特定
地域再生起業家が必要である。2021年12月現在35団体が活動されている。 20



社会課題２
【休眠預金活用アンケート

214件より】
Q：今後、何があれば業績

がより改善しますか？

①自社内の人材確保、人材育成

②自社の資源不足を解消する

パートナーとの連携

③事業計画や今後の事業戦略の策

定

④新たな資金調達

④プロモーションの改善

⑥サービス・商品の質の改善

⑦販売拠点の確保

()

0 20 40 60 80 100

2021年12月に5回目となる休眠預金アンケートを実施。社会

貢献活動・民間公益活動に取り組んでいる九州全域の株式

会社、NPO等が回答。

21



解決方法 １
福岡都市圏と中山間被災地域・農林水産業従事者をつなぐ、

九州ふくおか市民チャレンジセンターを設立。

中山間地域における、複合的課題解決型ソーシャル・ビジネスを目指す。

人材育成や資金調達を通じて、新し

いチャレンジが出来る組織に改革

地域住民や企業・団体などパート

ナーとのマッチングで、事業の幅を

広げ、事業性を高める

販売先が見つからない中山間地域

のサービス・商品を都市部でプロ

モーション、販売
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解決方法２-A

SINKa

SINKa

交流

参加

販売
支援

学び・実践

九州ふくおか市民チャレンジセンターと各都市のチャレンジセンターの連携
複合的課題解決型ソーシャルビジネスを推進するため都市・農村のやる気あるチャレンジする人を増やし交流させる

都市部ではチャレンジ・体験機会が少ない
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人口減少 環境問題 コロナ

人材不足 災害多発
基幹産業の農林
水産業の縮小

日本の社会課題

九州の社会課題

社会起業家（第3世代）
女性 若者

ITの活用

連携

解決方法２-B SDGsとの関連性 多様な課題解決を目指し地域特性に合うビジネスモデル
を創る
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想定実行団体（熊本、大分、福岡、九州）

イノシシが食物を求め畑を荒らし、

被害により農家の所得激減。更に農

家を辞めて耕作放棄地が増加。

若手農家をイノシシ対策実施者とし

て育成し、離農を減少させるだけで

なく、ジビエとして活用し販売。

かつて筍を採るために栽培されてい

た孟宗竹の竹林が放置された結果、

周囲の植生に孟宗竹が無秩序に侵

入。

研究開発を行い竹林をメンマに商品

化し販売。竹林をメンマに活用する

ための人材育成も行っている。

人口2000人の東峰村で九州北部豪

雨により河川の氾濫、流木、土砂災

害等が発生し、住宅・インフラ・産業

等、甚大な被害を受けた。

名水百選に選ばれた岩屋湧水を

使って、ヤマメを養殖し販売。缶詰な

ど加工品も商品開発している。
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１．事業名

「SB第3世代による九州位置（地域）価値創造事業」
【副題】都市農村の多拠点チャレンジセンター連携による感動増幅事業
1

２．助成期間 2022年6月（予定）～2025年2月まで
1

３．1団体当たりの助成金額（目安及び上限）

3年間助成金総額 2,000万円を目安に上限3,000万円
1

４．助成金額総額 100,000千円（1億円）
1

５．採択予定団体数 5団体

26
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６．実行団体に期待する活動概要
〇ソーシャルビジネス（以下SB）事業者及び企業・団体のネットワークの構築、相互連携、社会
的インパクト評価の実施等を通じ、地域に新たなSBが生まれ、社会課題を解決すること。
〇地域にチャレンジセンター（仮称）を設立し、地域間体験交流や感動・共感の共有を行いながら
相互で未来を創造するサービス・商品が広く認知・販売促進されるよう事業性を高めること。

（中長期のゴール・目標）
事業終了後5年後に九州地域においてSBが地域における社会的課題解決の手段として市民
に認知され、女性視点やSDGs等多様な価値観に立つ社会起業家が継続的に育成される社会。
米余りや林産資源の縮小、竹害、獣害等社会課題を抱えた農山漁村、中山間被災地域を中心
とした各地域に地域資源を活かした事業が創出、持続可能なシステムが構築され、地域におけ
る雇用が生まれる社会。
地域におけるSBに対する創業支援、資金支援等の体制が構築され、社会的課題解決に向け
た取り組みが継続的になされる社会。

27
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７．対象となる団体（①と③は再度説明します。）

①事業領域と地域（２つ以上を満たすこと）
・女性・若者活躍を目的とした事業であること
・実施地域が、都市との人口格差・農村格差がある中山間地域であること
・農林水産業（食料産業）の振興、もしくは自然環境保全を目的とした事業であること
・自然災害からの復興を目的とした事業であること

②事業内容
・実施地域でチャレンジセンターの役割（多様な人が集まり、体験・交流や研修・学びを実
施する等）を果たす内容が盛り込まれていること（自治体所有、民間空き家、遊休不動産
を利活用することも歓迎します）

③応募形態（どちらかが条件）→終了時の事業性・自立化を重視します
・既存事業者（株式会社・NPO・一般社団法人等）は単独での申請が可能
・スタートアップ事業者（団体）、任意団体の場合はコンソーシアムでの申請が必要
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７．対象となる団体
④参画メンバー
・20～30代の次の時代をつくる「逃げられない世代」がリーダー又は主要メンバーとして参加している
こと→地域再生起業家を創出する

⑤民間公益活動を行う団体
※法人格の有無や法人の種類は問いません。ただし、事業を適確かつ公正に実施できるよう
JANPIAが規定するガバナンス・コンプライアンス体制（規程類等）を備えていることが必要です。不
足がある場合は、助成開始時に整備していただきます。

⑥過去に申請にかかる活動の実績があり、実行団体として適切に業務を遂行できる団体であること
コンソーシアムの場合には、参画する団体のうち少なくとも１団体に申請内容に関する活動の実績
があることを求めます。

８．対象となる地域
福岡県、大分県、熊本県（九州地域）

29
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JANPIA

審査会

【SB第3世代による九州

位置（地域）価値創造協
議会】

実行団体

支援活動

助言・
指導

助成・
伴走支援

報告等

審査の実施

報告等

助成等

SINKa（PO・事務局）

実施体制

熊本 大分

助言
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選定のための審査は、事務局が書面審査（必要書類確認）及びヒアリングを行い、審査委員による書面
審査及び審査会議（ヒアリング）で審査して選定します。（選定後機関承認を行います。）

31

選考について

※申請される団体は、様式6役員名簿と様式9事業概要フォーマットおよ
び団体概要（担当者）が分かる資料を4月8日（金）18時までに「申請方
法」のメールアドレス（sinka-01@sinkweb.net）に前もってご提出ください。
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選考について（基準）

※その他選定時の留意事項については公募要領をご確認ください。

ガバナンス・コンプライアンス
事業計画書に示す事業を適確かつ公正に実施できるガバナンス・コンプ
ライアンス体制等を備えているか

事業の妥当性
社会・地域状況や課題の問題構造の把握が十分に行われており､資金分
配団体が設定した課題に対して妥当であるか

実行可能性
業務実施体制や計画、活動、予算が適切か

申請内容に係る組織、リーダー、関係者の実績があるか

継続性
3か年計画及び助成終了後の計画（支援期間、出口戦略や工程等）と成
果が具体的かつ現実的か

先駆性（革新性） 社会の新しい価値の創造、仕組みづくりに寄与するか

課題解決と波及効果
事業から得られた学びが組織や地域、分野を超えて社会課題の解決に
つながることが期待できるか

連携と対話、拠点づくり

多様な関係者との協働、事業の準備段階から終了後までの体系的な対
話が想定されているか

事業推進に必要な拠点整備と運営が出来るか

合致性 本事業の趣旨と合致した提案となっているか



◆公募受付期間 2022年3月22日(火)～4月28日(木)15：00
◆公募申請に必要な書類
SINKaHP（https://www.sinkweb.net/2022/03/sb3-1.html）よりダウンロードしてください。

◆様式
(様式1) 助成申請書（※ 別紙１. 欠格事由に関する誓約書、別紙２. 業務に関する確認書、別紙３. 情
報公開同意書、別紙４.申請に関する誓約書を含みます。）

(様式2) 団体情報 (様式3) 事業計画書 (様式4) 資金計画書
(様式5) 規定類確認書（※ 本確認書に例示されている規程類の整備状況については申請団体のホーム
ページ閲覧等により資金分配団体で確認を行います。必要に応じて照会を行うことがありますのでご留意く
ださい。）

(様式6) 役員名簿 (様式7) ガバナンス・コンプライアンス体制現況確認書
(様式8) 自己資金に関する申請書 (様式9）事業概要フォーマット
(様式10) 申請書類チェックリスト

※申請団体は「様式6役員名簿」「様式9事業概要フォーマット」団体概要がわかる「様式２団
体情報」またはこれに準じた担当者が分かる資料をを4月8日（金）18時までに「申請方法」の
メールアドレス（sinka-01@sinkweb.net）に前もってご提出ください。
役員名簿送付の際にはパスワードを設定し、パスワードは別途お送りください。 33

公募手続きについて

https://www.sinkweb.net/2022/03/sb3-1.html


(20文字以内、副題は不要)
実施地域：
○○県○○○町

申請団体名：○○○○○○○○（代表団体のみ） 期間：2022年○月〜202○年○月 事業費：○○○○万円（自己資金を含めた金額）

¸ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○

¸ ○○○○○○○○○○○○○○
¸ 文字の大きさは「12以上」

＜社会課題＞

¸ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○ ○○○○○○○○

¸ ○○○○○○○ ○○○○○○○
¸ 文字の大きさは「12以上」

＜事業内容＞

¸ 事業計画記載のアウトカムのうち、記載の社会課題に
繋がる指標を２〜３程度記載

¸ 定量数値を必ず入れる
¸ 文字の大きさは「12以上」

＜3年後のアウトカム＞

＜スキーム図＞

申請団体A

女性ひとり親

申請団体B

例：女性ひとり親の就労支援事業

企業

研修 成約
手数料

外部委託先

Webサイト開発

運営

チャレンジセンター（仮）

マッチング

コンソーシアム

様式９事業概
要フォーマット
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(20文字以内、副題は不要)

¸ ○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○

¸ ○○○○○○○○○○○○○○
¸ 文字の大きさは「12以上」

＜団体の活動内容＞

¸ 下記よりターゲットを転記する
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/statistic
s/index.html

¸ 文字の大きさは随意

＜SDGsターゲット＞

¸ 対象となるSDGsの目標を記載
¸ 次ページより選択して貼り付け
¸ 枠内に収める

＜対象となるSDGsの目標＞

様式９事業概
要フォーマット
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SDGsターゲット様式９事業概
要フォーマット
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VP１記載内容のフォーマット・記載項目は変更せずに、事業の概要を記載下さい。

V文字の大きさは、特に記載がない限り最小でも「12」で記載下さい。フォントの種類も変更しないで下さい。

V提出時には本ページを削除し、P１〜２だけをパワーポイントのままで提出して下さい。

＜全体＞

＜P1項目別＞

V申請事業名：記載後、 (20文字以内、副題は不要)は削除して下さい。

V実施地域：複数ある場合は、枠内に収まるよう、文字を小さくして記載下さい。３つ以上ある場合は、主要な２地域を記載し、「○○町等」と記載下さい。

V申請団体：記載後、 （代表団体のみ）は削除して下さい。

V事業費：記載後、 （自己資金を含めた金額）は削除して下さい。

V社会課題：事業計画に記載の内容を簡潔に記載して下さい。

V事業内容：創出すつビジネスの内容を簡潔に記載して下さい。

V3年後のアウトカム：事業終了時のアウトカムを定量数値とともに記載して下さい。

Vスキーム図：事業内容を全く知らな人が見て分かる内容（誰が誰に何のサービスを提供しているか、チャレンジセンター（仮）の役割、収益源等）にして下さい。

・・・申請団体の名前（コンソーシアム団体全て） ・・・社会課題を抱える対象者 ・・・その他 と色分けして下さい。

事業の収益の流れは赤線、 それ以外は黒線 で記載下さい。

様式９事業概
要フォーマット
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◆その他団体に関する書類
<団体情報に関する書類>
・定款（定款の作成義務がなく、定款を作成していない場合には設立趣意書等団体の目的がわかるもの）

・登記事項証明書（登記していない場合には団体成立の年月日、役員の就任の年月日、商号・正式名称、

本店・本部所在地などがわかるもの）発行日から3か月以内の現在事項全部証明書の写し
・事業報告書(過去3年分)※設立から3年未満の団体においては､提出可能な期間分について提出

＜決算報告書類（過去3年分）＞
設立から3年未満の団体においては、提出可能な期間分について提出してください。
監事及び会計監査人による監査報告書は監査を受けている場合は提出してください。
・貸借対照表
・損益計算書（活動計算書、正味財産増減計算書、収支計算書等）
・監事及び会計監査人による監査報告書

＜ガバナンス・コンプライアンス体制の確認 *申請時＞
公募要領 別添１を参考に、該当する規定類を提出して下さい。
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公募手続きについて
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事業計画書
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事業計画書
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事業計画書



◆その他団体に関する書類
＜その他の参考資料＞
団体パンフレットや広報誌等、参考となる資料があれば提出してください。

＜コンソーシアムで申請の場合＞
幹事団体は上記申請書類に加えて、以下の書類を提出してください。
・コンソーシアムに関する誓約書（登録印の押印が必要）

※別紙1. 欠格事由に関する誓約書、別紙2. 業務に関する確認書、別紙3. 情報公開同意書を含みます。
また、幹事団体以外の各構成団体についても幹事団体と同様、以下の書類を用意し、幹事団体が構成団体
ごとにzipファイルで取りまとめたうえで提出してください。
ガバナンス・コンプライアンス体制の確認については、別添1を参照してください。

・ガバナンス・コンプライアンス体制現況確認書
・役員名簿

◆提出方法
申請はE-mailで受け付けます。
件名を【休眠預金応募・〇〇〇〇（団体名）】として下さい。
提出書類一式をsinka-01@sinkweb.netまでお送り下さい。
※郵送による申請は原則として受け付けておりません。
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〈区分経理）
助成等に係る契約で認められたものに限定し、本事業に係る財務諸表上の区分を設け、損益が
明確になるよう区分経理を行うとともに実行団体の本店または主たる事務所に帳簿を備え付けてく
ださい。

〈指定口座〉
本総事業費の管理を行うための金融機関口座として、原則として新たに口座開設が必要です。
指定口座は預金保険の全額保護の対象となる決済用預金（無利息預金）を原則とし、また、日本
円での預金とし、運用はできません。
また、指定口座以外の金融機関口座において本事業費の管理を行ってはなりません。原則とし
て指定口座からの支出は振込によってのみ行うものとします。

〈その他〉
・管理的経費の助成額に対する比率は、助成額の15％を上限とします。
・助成金の支払いは、概算払いにて6カ月毎に支払うことを原則とします。
・人件費を計上する場合は、人件費水準その他必要事項のWEBサイトでの公表が必要です。

43

助成金取り扱いに係る留意点



Q1 公募説明会のスライドはどこかで参照できますか？
A1 説明会終了後、HPで公開しています。

Q2 福岡県以外からの応募の場合、何らかの条件がありますか？
A2 条件としては、福岡県、大分県、熊本県（九州地域）での活動に対する助成とお考え下さい。

Q3 この助成金は次年度以降もあるのでしょうか。
A3 本事業は補助元であるJANPIAに採択された事業です。来年度以降同じような事業が採択され
るかは分かりません。

Q4 今回の事業では、サービス提供は有償、無償どちらで考えたら良いでしょうか。
A4 本事業は3年後の自立を目指して頂きます。サービス提供は有償、無償を問いません。ただし、
自立に向けての活動としてください。

Q5 任意団体からの申請は可能でしょうか？
A5 任意団体からの申請は可能ですが、コンソーシアムでの申請をお願いします。
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公募に関するQ&A



Q6 登記事項証明書などはPDFで送るのでしょうか
A6 PDFでお送りください。採択団体には原本を送付頂く予定です。

Q7 助成額が2,000万円を目安に上限3,000万円と非常に大きいのですが、希望はそれに満たない額です。こ
の様な事業も対象になりますか。
A7 目安ですので下回ることも可能ですが、地域課題解決が出来る金額を計上ください。

Q8 助成額を全て使い切れなかった場合は事業終了後に精算が必要でしょうか？
A8 精算処理させて頂きます。

Q9 自己資金はどのくらいの必要になるのでしょうか
A9 自己資金割合は総事業費の原則20％です。詳しくは公募要領をご確認下さい。
財務状況や緊急性がある場合は、特例的にその理由を明示して頂き自己負担分免除を検討します。事業
に係る経費の20%以上とする自己負担分についての特例申請を希望される場合は「自己資金に関する申請
書」を提出ください。ただし、少なくとも最終年度は事業趣旨に沿って20％の負担をお願いします。

Q10 所定の事業計画書を補足する別紙資料を添えての申請は可能でしょうか？
A10 補足資料を添付して頂いて結構です。
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Q11 審査委員会の審査は、提出書類とヒアリングによってのみ行われるのでしょうか。
A11 一次審査として書類確認とヒアリング、審査員による書類審査と審査委員会でのヒアリング審
査を行います。

Q12 時間がなくあまり資料を確認できておりませんが、経費計上（概算）する場合での項目（人件
費や事業費（消耗品費や会議費）等の分類で決められた項目等はありますでしょうか？
A12 公募要領「３．経費について」をご確認ください。

Q13 団体の既存の活動は助成対象になりますか。
A13 本事業の趣旨として地域における課題があり、それを貴団体のお力で解決する。
その解決する活動に対して（選定されれば）助成金が支払われる仕組みです。
当法人が想定している活動内容については公募要領「４．実行団体への助成事業に関して」をご
確認ください。
また、審査は審査委員会が行いますので、確定的に「適合する」とは申し上げられません。

Q14 様式の提出方法は全てPDFですか。
A14 提出様式を当HP「〇公募要領・提出書類」にてお示ししますのでご確認ください。
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Q15 現在耕作放棄地を利用しながら自然農法を行っています。来月農業法人として設立しようと考えて
いるところです。新設法人としては実績がないが申請は可能ですか。
A15 申請は可能ですが、実績がないとお考えの場合はコンソーシアム（複数団体での申請）を推奨しま
す。審査は審査委員会が行いますので、実行可能性を高めるような仕組みなどご検討ください。（公募要
領p5「４．実行団体の助成事業に関して」）

Q16 企業からの申請は可能ですか。
A16 法人格の種類は問いません。（公募要領p5「４．実行団体の助成事業に関して」「第3章１．申請資格
要件」）

Q17 申請に関する相談は可能ですか。
A17 公募説明会、個別相談会をご利用ください。細かい確認事項については、お問合せ先へのメールを
お願いします。

Q18 20代30代のメンバーがリーダー又は主要メンバーとして参加という説明があったが、40代またはそ
れ以上の年代が申請することは可能ですか。
A18 40代以上でも申請可能です。ただし、参画メンバーのリーダー又は主要メンバーに20〜30代が参加
してる事を要件としています。（公募要領p5「４．実行団体の助成事業に関して」）本事業は一人では実施
が難しい内容です。課題解決に向けてのスタッフ、組織、役割分担をご検討ください。 47
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Q19 本事業の「チャレンジセンター（仮称、以下同じ）」について、チャレンジセンターの運営が主なのか、
チャレンジセンター運営を含めた事業内容ということか教えてください。
A19 チャレンジセンターは（Q18の20代30代のメンバーが主体となる場合を含め）地域でSBを行う人を孤
立化させないために設置して頂くという趣旨です。人々が集う場を設けて頂きたいと考えています。また、
チャレンジセンターは事業開始当初からの設置が必須ではなく、事業を進めながら整備・設置して頂けれ
ば結構です。

Q20 現在、休眠預金通常枠の実行団体の2年目です。今回の事業内容と非常に一致する内容です。同
じ団体での応募は可能でしょうか。
A20 同じ団体でも応募は可能ですが、同じ事業内容での応募は出来ません。（公募要領ｐ11「２）その他
選定時の留意事項⑥」）

Q21 農村地域とは中山間地域であることが必須ですか。
A21 都市部以外の地域を総称しています。例えば漁村地域でも結構です。個別の判断が必要な場合は
事務局にお問合せ下さい。

Q22 コンソーシアムで申請する場合、各団体の定款などの必要書類は提出が必要ですか。
A22 公募要領ｐ８「〈コンソーシアムで申請の場合〉」をご確認ください。
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Q23 役員改選年度にあたり、申請期限前の4月8日時点と申請時の役員は変更になる予定ですが、どう
すれば良いですか。
A23 変更がある場合は速やかに名簿の提出をお願いしています。今回の場合は、4月8日時点では現状
の役員名簿、申請期限では変更となるということですから、それぞれ名簿を作成して提出してください。

Q24 地域でICTの仕組みを使ったSBに取りくむ予定です。中山間から都市までを対象エリアとしています
が本事業に該当しますか。
A24 具体的な地域については計画内容を見てみないと分かりませんが、実施地域として都市だけでなく
都市との人口格差等がある地域（中山間地域）が含まれていることが要件のひとつです。

Q25 採択後された場合、NPO法人を新設し実施予定ですが、応募時はどのようにすべきでしょうか。
A25 応募時に任意団体であれば、任意団体としての応募をお願いします。

Q26 事業を実施する際に九州以外の方に参画してもらうことは可能ですか。
A26 可能です。

Q27 センターは既存のお店に集まってもらうという形でも良いですか。地域につくって良いですか。
A27 事業内容によりますが、運営できると判断出来れば良いです。該当地域につくってください。
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Q28 対象となる団体を２つ考えていますがどちらがよろしいでしょうか。
A28 課題設定と活動内容によります。ひとつの団体でビジネス（活動）が成り立つならひとつの団体で申
請ください。

Q29 また、複数の異なる課題を解決する団体での申請はできますか。
A29 地域課題と活動内容によります。地域課題を解決する体制としてください。

Q30 現在２名の会社ですが、人数が居ないと採択されないですか。
A30 まず課題設定がしっかりされているかが重要です。次に事業計画の判断になります。

Q31 実現したいことが３つありますが、１つの会社じゃないとダメですか。
A31 実効性の確保という面で、実現したいことをしっかり記載してください。

Q32 目指す姿を動画で見てもらうことは可能ですか。
A32 まず１次審査で面談を実施予定です。時間によりますが、審査員審査でも動画を使ってのプレゼン
も可能です。
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Q33 地域の農業経営者と協働する場合、個人事業主が多いですが、コンソーシアムは組めますか。
A33 個人とのコンソーシアムも組めます。公募要領ｐ8<コンソーシアムでの申請>を参照ください。

Q34 「地域の限られた課題解決」と「九州の特定エリアに基盤を置き、九州全体の課題解決を目指す事
業」ではどちらが高い評価を受けられますか。これまでの事業傾向として教えてください。
A34 どちらが高い評価を受けられるかについては、課題設定と活動内容によります。「これまでの事業傾
向」は新たに採択された事業ですので存在しません。もし傾向を確認されたい場合は、JANPIA HPをご
確認ください。

Q35 福岡市内に基盤を持ち、福岡県内の困窮児童をサポートする事業は対象となりますか。
A35 課題設定と活動内容によります。

Q36 携わっている団体がいくつかある。どの団体で申請すればよいですか。
A36 事業計画によります。実績の有無は確認しますので、それも含めて実施体制を検討ください。

Q37 中山間地域の範囲はどこですか。
A37 例えば対象地域が「福岡市天神のみ」では事業対象となりません。課題と対象（最終受益者）につい
てご検討ください。
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Q38 チャレンジセンターは申請エリアで設置しないといけませんか。
A38 事業推進に必要な場所を設定ください。

Q39 対象エリアについて、「県北」という設定は可能ですか。
A39 可能です。

Q40 3年事業の計画を途中で変更できますか。
A40 事業計画の根本に係るところは出来ませんが、月々の伴走支援、評価により、変更が必要であれ
ば協議する形となります。

Q41 20代、30代をどのように参加させたら良いですか。
A41 大学と連携するなど工夫をお願いします。

Q42 地域おこし協力隊との連携は可能ですか。
A42 課題設定と活動内容、協力隊の業務に係る制限等考慮すべきですが、連携は可能です。

Q43 「３年後自走を目指す」とありますが、事業終了後確認がありますか。
A43 事業終了後５年間は検査対象です。
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Q44 対象地域で「熊本ー宮崎」という設定は可能ですか。その場合それぞれの地域で社会起業家を育
成する必要がありますか。
A44 課題の設定によりますが、例えば県境をまたぐ隣接市町村もありますので、課題と活動を設定くださ
い。社会起業家育成についても対象地域－地域課題設定によります。

Q45 協働するために自治体に参画してもらうことは可能ですか。
A45 可能です。ただし、行政からの補助金等がある場合はご注意ください（要領ｐ１０「その他選定時の留
意事項）。

Ｑ46 コンソーシアムでの申請の際に個人事業主の方々を参画させたい場合、代表者を決めてその一人
を入れれば良いですか。
A46 その方々が団体に属しているならその団体に参画してもらう、あるいは協力者（団体）とするかなど
事業計画により検討をお願いします。

Q47 農業を基盤にした事業を検討中ですが、その場合はコンソーシアムに農家に入ってもらった方が実
行可能性が高いと評価されますか。
A47 課題設定や実行体制によります。地域の社会起業家を育てたいという私どもの目標もありますので、
総合的な判断となります。
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◆応募書類提出前に個別相談されることを推奨します。
〇公募期間中、個別相談を受け付けます。
〇原則公募説明会期間終了後の月・木 13；00-17：00 の時間帯で受付させて頂きます。
〇お申込みはフォームからお願いします。
〇お申し込みは先着順です。後着の方へは日程変更をお願いします。
〇お申し込みが重複する可能性がありますので、複数日程でのお申し込みをお願いします。
〇ご相談時間は概ね45分です。

◆個別相談ご希望の際は、フォームにてお申し込みください。
https://forms.gle/n2EQVQ1BmBtVCCx36

◆お問合せ先
一般社団法人SINKa 担当 外山（とやま）
メール：sinka-01@sinkweb.net
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